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（２）魅力的な医療勤務環境の整備 

   

  ○ 本県における医師の確保と定着を図るためには，医師が仕事と育児等を両立できる環境を

整備し，就業を継続することができるよう支援するとともに，研修体制の充実など魅力的な

医療勤務環境づくりを進める必要があります。 

 

２ 対策 

  

 ○ 茨城県医師会と協力し，医療勤務環境改善支援センターにおいて，医療従事者の勤務環境改

善に取り組む医療機関に対して，医業経営面，労務管理面の専門的な支援を行います。 

○ 特に，女性医師については増加傾向にあることから，保育・就業等に係る相談に対応する窓口

を設置・運営するとともに，子どもの急な体調不良時等でも安心して勤務できるよう，民間シッ

ター等を活用した病児保育支援体制の構築に取り組みます。 

 

  【医療勤務環境改善支援センター】 

   ・医療法に基づき，勤務環境改善に取り組む県内医療機関に対して，ワンストップで総合的・

専門的な支援を行うためにセンターを設置・運営し，医師・看護師等の医療従事者の離職防

止・定着促進を図ります。 
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茨城県医療勤務環境改善支援センター 

 

  

 
委託         委託 

 
 

茨城県医療勤務環境改善支援センター  
（ワンストップの相談支援体制を構築） 

 
 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

【医療勤務環境改善支援センターの主な事業】 

運営委員会 
○センターの運営方針の決定 
○県，医師会，看護協会，病院協会，社労士会，労働局等で構成 

  

導入支援相談 
○コーディネーター，各アドバイザーが直接医療機関等を訪問。
医療従事者の勤務環境改善に当たり，職員満足度調査等の実施
により，課題の把握から現状分析までの支援を行う 

  

看護協会との連携 
○看護協会が行う研修会，相談会，訪問指導等において社労士が
担う部分について講師として派遣し，支援する 

  

女性医師等への保育・
就業支援 

○医師からの相談を受け，アドバイザーとともに就業支援を行う 
○各医療機関において可能な病児保育支援を把握し，病児保育シ
ステムを構築。医療機関個別に病児保育支援を行う  

  
その他 ○研修会  ○周知・広報  ○調査・情報収集 

県 茨城労働局 

県医師会 

派
遣
要
請 

日
本
医
業
経
営
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト 

協
会
茨
城
県
支
部 

派
遣
要
請 

 

経営面のアドバイス 

・派遣依頼の都度，医業経

営コンサルタントの派

遣を要請 

茨
城
県
社
会
保
険
労
務
士
会 

医療労務管理支援事業 

 

労務管理面のアドバイス 

・社会保険労務士によ

り地区別に対応 

（常駐型相談員を新た

に配置する等，支援体制

を強化） 

 

・労務・経営両面

の支援調整 

 

・医療機関の改

善ニーズ把握 

相 談 員 

派
遣
実
施 

派
遣
実
施 

医業経営アドバイザー事業 

就業支援面のアドバイス（相談員） 

・相談員による相談対応 

・相談内容に応じて就業支援アドバイザー（女性医師）に対応要請 

病児保育支援体制の構築（病児保育コーディネーター） 

・各医療機関において可能な病児保育支援の把握 

・病院内で対応できる保育支援体制を構築しようとしている病院の

支援（院内コーディネーターの設置促進等） 

・緊急コールセンター受付対応（シッターの手配等） 

相談員，病児保育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 

女性医師等保育・就業支援事業 
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第５章 茨城県地域医療支援センター 

 

○ 県内で医師を養成・確保するためには，卒後の若手医師が確実にキャリアアップできる体制

を構築しながら，地域の医療体制の確保を図る必要があり，若手医師の研修制度の充実と医師

不足地域での医療の高度化，医師の適正配置に取り組むことが重要です。 

○ このため，本県では，若手医師の研修体制の充実，キャリア形成支援を目的として，2012 年

に茨城県地域医療支援センターを設立し，県と筑波大学等の医育機関，地域の医療機関，関係団

体等が一体となった「オールいばらき」の体制により，若手医師が県内で安心して研修を受けら

れるように教育システムや研修環境の整備を図ってきました。 

○ 2018 年には，医療法の改正により，地域医療対策協議会と地域医療支援センターの関係・役

割が明確化され，地域医療支援センターは地域医療対策協議会において協議が整った医師派遣

等の事務の実施拠点として位置づけられました。 

○ 本県では，2019 年度に新たに県内唯一の医育機関である筑波大学内に分室を設置することに

より体制を強化し，本県の医療に精通したベテラン医師であるキャリアコーディネーターとの

面談や情報提供，各種相談などによるキャリア形成支援や，地域医療対策協議会の協議事項に

基づく医師派遣事務等を実施することにより，本県の地域医療のコントロールタワーの確立を

目指しています。 
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